
全日本病院協会会長殿

基発 0210第 1号

令和4年2月 10日

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者支援事業等の周知について

（協力依頼）

労働行政の円滑な推進につきましては、日頃から格別の御理解と御協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。

さて、 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策j （令和 3年 11月 19日閣議決定）

において、「最低賃金引上げへの対応を支援するため、設備投資や労働者の処遇改善等を

行う事業者への助成の拡充等を行う」こととされ、新型コロナウイノレス感染症の影響を

受けた事業者を対象とする特例的な業務改善助成金（「特例コース」）が盛り込まれた令

和3年度補正予算が令和 3年 12月 20日に成立しました。

これを受けて、令和4年1月 13日に、一定期間に事業場内最低賃金（事業場で最も低

し、労働者の賃金）を 30円以上引き上げ、これから生産性向上のための設備投資等を行う

事業者を支援する「特例コース」を設け、同日から申請受付を開始しました。

さらに、従前の業務改善助成金（通常コース）の申請期限について、令和4年1月 31

日から同年3月 31日へ延長し、引き続き 2月以降も申請を受け付けることとしたところ

です。

つきましては、新たに設定した「特例コースjを始めとする業務改善助成金及びその他

最低賃金・賃金の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者への各種支援施策について、

傘下の団体等への周知、広報誌への掲載、開催行事でのリーフレッ卜配布等、積極的な周

知に格別の御理解、御協力を賜りますようお願い申し上げます。

＜添付資料＞

・リーフレッ卜「業務改善助成金（通常コース）のご、案内J （申請期限延長）

（参考 URL：厚生労働省 HP) https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000591257. pelf 

－リーフレット「業務改善助成金特例コースのご案内J

（参考 URL：厚生労働省 HP) https://www.mhlw. go・jp/content/ 11200000/000868941. pelf 

－リーフレッ卜「最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援施策J

（参考 URL 厚生労働省 HP) https://www.mhlw.go.jp/content/000893134. pdf 
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『業務改善助成金（通常コース）』 は、生産性を向上させ、 「事業場内で最も低い

賃金（事業場内最低賃金） Jの引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。

t一一一一一-f) 事業場内量低賃金を一定額以上引き上げ、
｜・才市事；；－1-,• 1
日，:TiF.:司 副 設備投資（機械設備、コシサルティシグ導入や人材育成・教育訓練）
~ー などを行った場合に、その費用の一部を助成します。

［賃金書1..1:111 + r附鰍等）吟［瞥潟三官
詳しくはHPをご覧ください！｜＠鍵務政普助成金 一

※令和4年2月1日以降ち申請を受け付けます（※3)

日齢｜詰｜引き土庁曇 助慮
助成対象事積場 助威事

骨働普敵 土隈観

1人 3 0万円

2～3人 5 0万円

30円コース 30円 4～6人 7 0万円
以上

7人以上 1 0 0万円

10人以上（※1) 1 2 0万円

1人 4 5万円 【事業場内最低賃金
900円未満】

2～3人 7 0万円 4/5 

45円コース 45円 4～6人 1 0 0万円 以下の2つの要件を 生産’性要件を
以上 満たす事業場 満たした場合は7人以上 1 5 0万円

9/ 1 0 （※2) 
10人以上（※1) 1 8 0万円 －事業場内最低賃金と

1人 6 0万円 地域別最低賃金の 【事業場内最低賃金

2～3人 9 0万円
差額が30円以内 900円以上】
－事業場規模100人以下 3/4 

60円コース 60円 4～6人 1 5 0万円 生産’性要件を以上
7人以上 2 3 0万円 満たした場合は

10人以上｛※1) 3 0 0万円
4/ 5 （※2) 

1人 9 0万円

2～3人 1 5 0万円

90円コース 90円 4～6人 2 7 0万円
以上

7人以上 450万円

10人以上｛※1) 6 0 0万円 。

（※ 1) 10人以上の上限額区分は、以下の①叉は②のいずれかに該当する事業場が対象となります。
①賃金要件：事業場内最低賃金900円未満の事業場
②生産量要件：売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直近3ヶ月間の月平均値が宵百年又は前々年の同じ月に比べて、

30%以上減少している事業者

（※2）ここでいう「生産性Jとは、企業の決算書類から算出した、労働者1人当たりの付加価値を指します。
助成金の支給申請時の直近の決算書類に基づく生産性と、その3年度前の決算書類に基づく生産性を比較し、伸び
率が一定水準を超えている場合等に、加算して支給されます。

（※3) 20円コースは、令和4年1月31日で受付を終了しています。

0助成金受給の流れや申請先等については裏面をご覧ください。
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+ PC、スマホ、タブ、レットの他、貨物自動車なども生産性向上の効果が認められる場合は対象になります。※

（※）特例事業者のうち、②生産量要件に該当する場合であって、引上げ額30円以上の場合に限ります。

置時徒主n同調E華 E
・予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

・ 申請期限は令和4年3月31日までです。

EヨIBTBヨ沼軍司
・『業務改善助成金コールセンター』まで、お気軽にお問い合わせください。

電話番号： 03・6388・6155 （受付時間平日8:30～17:15) 

•:JiTh：君毛；属探宜的耳措置

交付申請書・事業実施計画なとを、 1.-1¥. I 交付決定後、 I ,....I¥ I 労働局に
最寄りの都道府県労働局に提出 II: >I 提出した計画に ｜｜ 〉｜ 事業実施結果

’-VI 沿って事業実施 l』 VI を報告※申請先は、各労働局雇用環境・均等部 ) , l J , • 

•e~，r..書店·~:t0iiI~主主湾紙司

・日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引上げに取り組む者に対して、設備資金や

運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日本政策金融公庫の窓口にお問い合わせください。
襲議

【担当部署】各都道府県日本政策金融公庫

[ （絹1：綿緋脈集積紬助成金（通常〉又）ぬご案肉（予定）J ) 

・令和4年度においても、「令和4年2月1日からのコースjを、引き続き実施する予定です。

（※）ただし、令和4年度予算の成立が前提のため、今後変更される可能性がありますのでご注意ください。

「I鱗 2：繍糟助成金棚コースぬご納i
／ーーーーーーーーーーーー邑
..  l:.;1凶圃~やJ’•l i~；：｛斗．． ・申請期限：令和4年3月31日まで

「業務改善助成金特例コースJとは、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高等が30%以上減少して
いる中小企業事業者が、令和3年7月16日から令和3年12月31日までの聞に、事業場内最低賃金（事
業場で最も低い賃金）を30円以上引き上げ、これから設備投資等を行う場合に、対象経費の範囲を特例
的に拡大し（※Bの経費）、その費用の一部を助成するものです。

•: ii}i1_'f：イ~D: iiJ.5:.to1m
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助成率： 3/4 

引上げ
人数

助成上限額： 宮

1人
2～ 
3人

4～ 
6人

7人
以上

上限額 30万円 so万円 70万円 100万円

• : iff;:1•f jj r::~－. A生産向上等に資 ｜機械設備※、コンサルデイング導入、人材育成・教育訓練など
する設備投資等 ｜ （※PC、スマホ、タフ‘レットの新規購入、物自動車などち対象）

B関連する経費※ ｜広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、机・椅子の増設など

。厚生労働省 (R4.2.1) 



中小企業の事業主の皆さま

ト 『業務改善助成金特例コース』のご案内 l 

新型コロナウイルス感染症の影響で、特に業況が厳しい ｜ 

中小企業事業者を支援する助成金ができました ｜ 

「業務改善助成金特例コースJとは、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高等
が30%以上減少している中小企業事業者が、令和3年7月16日から令和3年12月31日まで
の聞に、事業場内最低賃金（事業場で最ち低い賃金）を30円以上引き上げへ これから設
備投資等を行う場合に、対象経費の範囲を特例的に拡大し、その費用の一部を助成するも
のです。

・申請期限：令和4年3月31日まで
※賃金引き上げ額が30円に満たない場合でち、申請時までに遡って追加の引き上げ径行い、当該差額が支払われた
場合は、当該要件に該当するちのと取り扱われます。

－重量温宣車彊E・
業務改善計画全体として生産性向上が認められる場合、生産性向上等に役立つ設備投資等を
行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画において計上された経費（＝関連する経
費）についてち助成対象として拡充されます。

以下の要件をいずれも満たす必要があります。

．‘新型コロナウイルス感染症の影響により、 「売上高または生産量等を示す指標の令和3年
4月から周年12月までの聞の連続した任意の3か月間の平均値jが、前年または前々年同
期に比べ、 30%以上減少している事業者

・令和3年7月16日から周年12月末までの聞に事業場内最低賃金を30円以上引き上げている
こと（引き上げ前の事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が30円以内の事業場に限ります。）

~ 以下の要件をいずれも満たす必要があります。
・就業規則等によりへ 引き上げ後の賃金額を事業場の労働者の下限の賃金額とすることを

定め、引き上げ後の賃金額を支払っていること ‘ 
※就業規則等がない場合は、「労働者の下限の賃金額についての申出書jの提出でち認められます0

・生産性向上等に役立つ設備投資等を行い、その費用を支払うこと
※生産性向上に役立つ設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画に計上された経費
（関連する経費）がある場合は、その費用ち支払うことが必要です。

｜ 助成額 ｜ 

最大100万円 3/4 
※対象経費の合計額×補助率3/4

以下Aのほか、業務改善計画に計上されたBti助成の対象となります。

機械設備※、コンサルァイング導入、人材育成・教育訓
A生産向上等に資する設備投資等 練など

※PC、スマホ、タブレットの新規購入、貨物自動車などち対象

B関連する経費※ 広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、机・椅子の増
設など

※ 「関連する経費」は生産性向上等に資する設備投資等の額を上回らない範囲に限られます



｜ 特例コースの活用 ｜ 

「交付申請書 ・事業実施計画などjを、最寄り
の労働局雇用環境・均等部（室）に提出
（締切は令和4年3月31日（木） ）※1

t 弓罫7
刻司決定後、提出した肘画（Cj1借って取り組み※Z

を寓施
『司’F

労働局に事蝿実施結果を報告

tζきJ:--

~ 

1人

引き上げ 2人～3人
上限額

労働者数 4人～6人

7人以上

・助成金の要綱・要領や、申請書の

記載例を掲載している「申請様式J
等は、こちらからダウンロードでき
ます。

［参考］

30万円

50万円

70万円

100万円

交付額確定後、労働局に支払聞求を提出

『司P"'"

支給

・日本政策金融公庫では、事業場内最低賃金の引き
上げに取り組む者に対して、設備資金や運転資金
の融資を行っています。詳しくは、事業場がある

※1申請期限を延長する場合は、別途お知らぜします。
また、予算の範囲内で交付するため、申請期間内に
募集を終了する場合があります。

都道府県の日本政策金融公庫の窓口に
お問い合わせください。

警護［担当部署］各都道府県日本政策金融公庫
※2交付決定前に行った設備投資等は助成対象となりません。

生産性や労働能率の向上を図るための特例コースの活用例を紹介します。

A生産性向上等に
役立つ設備投資等

＋ 
B関連する経費

成果

｜ デ川ーザーピスを拡大 ； 

飲食店でデリパリーサービスを拡大す
るに当たり、機動的に配送できるデリ
JCリー用3輪バイクを導入

これまでの店舗内飲食だけでなく、さ
らにデリパリー・サービスを拡大した
ことを幅広く周知するために、広告宣
伝（広告宣伝費）を実施

配達の効率化とサービス内容の幅広い
周知により、多くの顧客を獲得し、生

産性が向上

－歯車孟盃亘書．
業務改善助成金コールセシター

サテライトオフィスを設置し、リモート
ワークの環境を整備するため、テレワー
ク関連機器を新たに導入

テレワーク関連機器の導入に合わせて、
コピー機、プリンター、事務机・椅子等
ち導入し、サテライトオフィスの業務環
境を整備

オフィス内の業務環境全体を整備するこ
とにより、テレワークの機能’性アップや
業務効率化が図られ、生産性が向上

電話番号： 03{6388) 6155 （受付時間平日8:30～17:15) 

ご不明な点やご質問等について、お気軽にお問い合わせください。

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です。

。原：委設備 (R4.1.12) 



。雇王様槍 ⑩． 
｜輔賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者［

への支援施策

f 1.賃金引同市古語］
①蟻密改曽助慮金 業務改善助成金

問い合わせ先：業務改醤助成金コ－）レセンター電話： 03-6388-6155（平日 8:30～17:15)
又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室〕

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金｝を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備役
資等（機械設備、コンサルテイング導入や人材育成・教育訓練）を行う中小企業・小規模事業者に、
その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です．

②業灘部豊富助Iii金特例コース I J業務改善助成金特例コース
問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター電話： 03-6388・6155（平日 8:30～17:15)

又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

新型コロナウイルス感染症の影醤により、売上高等カT減少している中小企業事業者が‘令和3年
7月16日～同年12月の問に事業場内最低賃金を30円以上引き上げ、設備投資等を行ラ場合に、
対象経費の範囲を特例的に拡大します．

③人材確保等支彊扇扇~
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク

人材確保等支鑓助成金

生産性向上のための人事評価制度と賃金制度の整備を通じて、生産性の向上、賃金アップ及び醗聴
率の低下に取り組む事業主に対して、助成金を支給します．

④キャリアア.jフ萄扇盃
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク

キャリアアップ助成金

有期雇用労働省、短時間労働者、荊量労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャ
リアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します．

⑤中小企叢向け賃上げ促進税嗣

問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター
賃上げ促進税制

青色申告書を提泊している中小企業者等が、一定の要件を満たしたよで賃金引上げを行った場合、
その増加額の一定割合を法人税額（又は所得税額）から控除できる制度です．

⑥企鎌活力強化貸付（働き方政革推進支援資金）

問い合わせ先：日本政策金融公庫電話 ：0120・154・505
事業場内で最ち低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げに取り組む、中小企業・小規模事業者に対し
て、設備資金や運転資金を低金利で融資します．

⑦事業再構築縞励金

問い合わぜ先： ；事業再構築補助金事務局コールセンター
事業再構築補助金

受付時間： 9:00～18: 00 （日祝日を除く）
電話番号：＜ナビダイヤル＞0570・012・088 <IP電話用＞03-4216・4080

ウィズコロナ・オロトコロナの時代の経済社会の変化に対応するための新分野展開、業態転換、事 ｜ [!I~ 回
業・業種転換、事業再編叉はこれらの恩組を通じた規模の広大等、思い切った事業再構築に意欲を有 ｜ 聖書語障
する中小企業等の挑戦を支援します。 ｜ 回忌昔局

r 2~ 生産性向幻こ関する支援 l
⑧固定資産税の特例措置 I 先錨設備等導入計画
問い合わせ先：く先端段備等導入計薗の作成等について＞先端怠備等の導入先の市町村先端段備等導入計画担当課

く税制について＞中小企業税制サポートセンター固定資産税等の軽減相続窓口

電話：03・6281-9821（平日9:30～12:00、13:00～17:00)
く制度について＞中小企業庁技術・経営革新課（イノベーシヨン謀） 電話： 03-3501-1816

「中小企業等経営強化法Jに基づき、市町村の認定を受けた中小企業の盤備投資に対して、臨時・ ｜ 因説温回
特例の措置として、地方税法において償却資産に係る固定資産税の特例を講じることで、段備投資を｜ 舞底豆騎
行う事業主を支援します． ｜ 掛盛：

⑨中小企銀等経営強化法（経営力向上計画）

問い合わぜ先：経営力向上計画相談窓口 中小企業庁企画課
｜ 働向上計画 直司

電話： 03-3501-1957（平日 9:30～12: 00、13:00～17: 00) 
中小企業・小規模事業者等によ否経営力向ょに関する取組を支援します．事業者は事業分野指針に
沿って「経営力向上計画」を作成し、園の認定を受けることができます．認定された事業者は、税制
や金融支援等の措置を受けることができます．

⑮申小錦鱒曽強化法にSづく法人側溝例（経営劃閣制） l 飽強化税制 l匝 F
問い合わせ先：中小企業税制ザポートセンター

電話： 03-6281-9821（平日 9:30～12:00、13:00～17:00)
中小企業等経営強化法に基づいて、経嘗力向上計画を作成し、主務大臣の認定を受け、計画に記議
されている一定の段備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却または取得価額の10%
（資本金3,000万円超1億円以下の法人は7%）の税額控除を選択適用することができます．

⑮ちのづくり・商旗・サービス生産性向上促進福助金

問い合わせ先：ものづくり補助金事務局サポートセンター

電話： 050-8880-4053（平日 10:00～17:00)
中小企業・小規模事業者等力F取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行
うための設備投資等を支援します．

⑫小規領事集者持続化補助金 持続化補助金

暴露

問い合わせ先：く商工会の管稽地域で事業を営む方＞全国商工会連合会問合せ先は所在地によって異なるため、

URLをご参照ください.ht句s://www.shokokai.or.jp/jizokuka_rlh/

＜商工会議所の管嘗地域で事業を営む方＞日本商工会議所電話： 03-6747-4602
小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う販路開拓等の取組を支援します．

⑬サービス等生産性向上IT導入支湿補助金

問い合わぜ先：サービス等生産性向上IT導入支援事業事務局

電話： 0570-666-424

IT導入補助金

中小企業等の生産性向上を実現するため、業務効率化や付加価値向上に資する ITツールの導入を
支援します．

r 3.下請取弓｜の捨．新切取引先の臨l：関する支援l
⑬下町適正取引等の鍵進のためのガイドライシ

問い合わぜ先：中小企業庁取引課電話： 03・3501・1669
下請万イドライン

親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を帯電築するために、業種別の下請湿正取引等の推進の
ための必イドライン（下請刀イドライン）を策定しています．

害盤

霊童



⑮パートナーシッフ構集宣言 lパートナーシツプ繕築宣言
問い合わゼ先： ＜「宣言Jの内容について＞ 中小企業庁企画課電話： 03-3501・1765

く「宣言』の鍵出・縄憶について〉（公財）全国中小企業蜜奥様関笛会電話： 03-5541・6688
下請中小企業娠興法における「鐸興基準Jを遵守することを明記し宣言することで、発注者側によ ｜ 園 田
る受注者側への『取引条件のしわ寄ぜJ防止を促し、下請取引の適正化を後押ししています．また、｜ 豊富車高
宣言した企業の取組を『見える化』するため、「宣言』をポータルサイトに掲載しています． ｜ 図柄椋f

r 4.賞金繰白羽元長一1
⑮セーフティネット貸付制度 I セーフティネット貸付
問い合わせ先：日本政策金融公庫（日本公庫） 電話： 0120・154・505

沖縄娠興開発金融公庫（沖縄公庫） 電話： 098-941・1795
一時的に売よ減沙等業況が悪化しているがミ中長期的には回復が見込まれ否中小企業・小規模事業
者の皆様は融資を受けることができます．

⑮小規樋．事書雇宮破豊富資金種資制度｛マル経種資）

問い合わせ先 ：事業所の所在する地区の商工会・商工会議所
マバ程風資

日本政策金融公庫｛沖縄憲興開発金融公庫）の本支店
小規模事業者に対して、経嘗改善のための資金を無担保・無保証人・低金利で融資します． （日商）

r 5 その也闘（人捕球）に酎る謹 l
審議

③建量量寧蟻主等に対する助膚金 I a開・・
I建設事業主等に対する助成金 圃E翠3・

問い合わゼ先： i都道府県労働局又はハローワーク I 喝．．．． 
中小建設事業主等カ哩設労働者句雇用の改善、技能の向よ等の取組を行う場合に、助成金（「人材開
発支援助成金j、f人材確保等支媛助成金J、『トライアル雇用助成金」）を支給します．

③人相確保管支短助膚金

（雇用管理制度助&Iコース、介麗福祉梅醤助膚コース）
問い合わぜ先：都道府県労働局又はハローワーク

人材確保等支援助成金

事業主が、従業員の魁置や労働環境の改善に向けた「魅力ある職場づくりJ（雇用管理制度の導入、
介護福祉機器の導入）を行う場合に、助成金を支給します．

＠地揖雇用閲覧助慮金一（椙揖雇用開発コース｝

問い合わゼ先：都道府県労働局又はハローワーク

雇用情勢力F厳しい地峨等において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入
れた事業主に助峨します．

＠雇用調盤助虜金 I 雇用調整助成金
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク I 

従業員の雇用維持を図るために、 f労使聞の協定」に基づき、 「雇用調整（休業） Jを実施する事
業主に対して、休業手当などの一部を助成します．

⑧人相開発支星助成金

問い合わぜ先：都道府県労働局又はハローワーク
人材開発支援助成金

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇制度を導入し、その制度を従
業員に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します．

[6. 相談窓口．各町ィドライン l 
③．き方改革推進支蟹セシター

問い合わぜ先：全国の働き方改革推進支援センター
働き方改革推進支鑓センター

中小企業事業主からの賃金引上げに向けた経営・労務管理に関する相談に対して、経営・労務管理

の専門家による無料相談と専門家派遣を行います．

⑧特別相被窓口の霞置

問い合わぜ先：全国の商工会議所、各都道府県商工会連合会他

生産性向上等に向けた検討を行っている中小企業・小規模事業者や、賃金引上げによって資金繰り

に影響を受ける中小企業・小規模事業者からの相談を受け付けます．

③よろず支鰻拠点 I よろず支媛鎚点
問い合わぜ先：各都道府県のよろず支援拠g I 

地主事の支援機関と連携しながら中小企業・小規模事業者力守包える経嘗課題に無料で相談対応するつ

ンストップ窓口として、各都道府県に「よろず支援拠点Jを設置しています．

⑧下預かけごみ寺
下請かけごみ寺

問い合わぜ先：（公財）全国中小企業獲輿機関協会電話： 03-5541・6655
各都道府県の下請かけごみ寺

中小企業・小規模事業者が抱える、取引に関するさまざまな悩みに対し、親身に対応し、迅速な解

決策を提家するなど、適正な取引を行うための支援を実施します。

③中小企鍵向け補助金・総合支m'!:tイト『ミラザポplusJ I ミラサボplus
問い合わぜ先：ミラサボplusコールセンター電話： 050-5370・4340
中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策（制度）をより『知ってちらう」「使

ってちらう』ことを目指した中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援ザイトです．支援制度や

活用事例を簡単に検索でき、電子申請までザオ、ートします． 

． 低賃金・賃金引..ti~向けた中小企鎌・小規－·障者への支鐙施策紹介マ＝ュアル
上記でご紹介した各施策等について、より詳しくまとめています．

各都道府県労働局の問い合わせ先：厚生労働省HPホーム＞厚生労働省について＞所在地案内＞

都道府県労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧

(2022.1) 


